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業務データをセキュアにバックアップ
有事のデータ損失を防ぎ、事業継続のための運用コスト低減

• バックアップツールBCP対応プランの提供
• 複数のサーバーやストレージによる仮想環境づくり

～緊急時・障害時に事業を継続～

BCPソリューション

IT資産を災害から守り、非常時の事業継続性を確保
するトータルソリューション

BCP
ソリューション

安否確認システム「オクレンジャ
ー」を利用した通報サービス

セキュアな完全消去を実現

企業や組織で使われる様
々なIT資産の消去に対応
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企業や組織で使われる様
々なIT資産の消去に対応

リモートアクセスツール
RemoteView、AWS Workspacesを
利用した社内へのアクセス
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JBD オンプレBCPソリューション

Arcserve UDPの新機能によりランサムウェア等でバックアップデータ
を狙ってくる攻撃者にも対処することが可能です。
【近年の手口】

業務系サーバーのみならず、同一ネットワーク上にあるバックアップ
ディスクまでも暗号化されて身代金を要求されるケースがあります。

スクリプトなどからバックアップディスクも暗号化し、復旧（リストア）自体
ができなくなります。

データストアを構成するフォルダとして隠しボリューム内のフォルダを利用すれ
ば、そのフォルダへは Windows のエクスプローラ上には表示されず、スクリプ
トなどから単純なパス指定でアクセスすることができなくなるため、攻撃者によ
り復旧ポイントに不正アクセスされるリスクを軽減することができます。
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【Arcserve UDP 8.0 でバックアップ データを狙う攻撃者にも対処】

新機能により。ランサムウェアのエクスプローラやスクリプトから容易
にアクセスできないセキュアなデータストアの実現が可能となります。
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ランサムウェアからは参照が不可のため
暗号化を回避できます

Arcserveからのみ
閲覧可能
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大規模災害やその他不測の緊急事態が発生した際、自動または手動で
対象地域の従業員とその家族(※オプション）に安否確認メッセージ
を配信します。

※緊急連絡網・安否確認システムオクレンジャー

BCPソリューション

オクレンジャーは
株式会社パスカルの製品です

その他オプション
◆家族の安否確認
◆GPS（位置情報）連携
◆連絡フォーム
◆ストレスチェック
◆管理者アプリ

日常利用の例

※1名（ID）単位での契約が可能です。

従業員に安否確認メッセージを配信します。

主な標準機能
◆地震配信
◆津波自動配信
◆専用アプリ受信
◆メール受信
◆自動集計
◆掲示板
◆自動集計

気象系オプション
◆気象自動配信
◆記録的短時間大雨情報
◆土砂災害警戒情報
◆指定河川洪水予報
◆熱中症警戒アラート

プラン
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BCPソリューション

在宅勤務、モバイルワーク等の「テレワーク」の導入率は年々高まっ
ています。テレワークの導入するには、ＩＴを活用した情報の共有化、
セキュリティ対策を講じた環境構築が不可欠です。

お客様の要望、利用用途により、最適なリモート環境をご提
案いたします。

【導入が簡単なRemoteViewを利用したテレワーク環境】

Amazon 
WorkSpaces

【Amazon WorkSpacesを活用したセキュアなテレワーク環境】

サテライトオフィス、自宅、協力会社などのインターネット接続可能な
場所から、セキュアに社内システムへアクセス可能です。
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●本紙の内容は、改良のため予告なく形状、仕様を変更することがあります。
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